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平成15年度地方財政計画の概要
総 務 省 自 治 財 政 局
平 成 １ ５ 年 ２ 月

○ 地方財政計画は、地方交付税法第７条の規定に基づき作成される地方団体の歳入歳出総額の

見込額に関する書類である。

平成15年度の地方財政の姿Ⅰ

① 地方財政計画の規模 86兆2,107億円（対前年度比△ 1.5%）

② 地方一般歳出 69兆7,201億円（対前年度比△ 2.0%）

③ 地方単独事業（投資） 14兆8,800億円（対前年度比△ 5.5%）

④ 一般財源総額 51兆9,419億円（対前年度比△ 6.1%）

〔臨時財政対策債を含めた場合 57兆8,115億円（対前年度比△ 1.3%）〕

⑤ 一般財源比率 60.2%（平⑭63.2%）

〔臨時財政対策債を含めた場合 67.1%（平⑭66.9%）〕

⑥ 地方債依存度 17.5%（平⑭14.4%）

〔臨時財政対策債を除いた場合 10.7%（平⑭10.8%）〕

(1) 平成15年度の地方財政計画の規模は、86兆2,107億円（対前年度比△1.5%）

(2) 歳入については、地方税(△6.1%)、地方交付税(△7.5%)ともに減少し、一般財源比率は、

60.2%（臨時財政対策債を含めた場合67.1%）

(3) 歳出については、中期的目標の下での計画的な抑制と重点的な配分

○ 給与関係経費 23兆4,383億円（対前年度比△1.1%）

○ 一般行政経費（単独）11兆1,849億円（対前年度比△0.3%）

○ 投資的経費（単独） 14兆8,800億円（対前年度比△5.5%）

財源不足の補てんⅡ

１ 平成15年度における財源不足

① 通常収支の不足 13兆4,457億円

② 恒久的な減税の実施に伴う減収額 3兆2,437億円

③ 先行減税に伴う減収額 6,873億円

平⑩当初 通常収支 4.6兆円、減税分0.8兆円

平⑪当初 通常収支10.4兆円、恒久的な減税分2.6兆円

平⑫当初 通常収支 9.9兆円、恒久的な減税分3.5兆円

平⑬当初 通常収支10.6兆円、恒久的な減税分3.4兆円

平⑭当初 通常収支10.7兆円、恒久的な減税分3.5兆円

平⑮当初 通常収支13.4兆円、恒久的な減税分3.2兆円、先行減税分0.7兆円

２ 通常収支の不足の補てん（13兆4,457億円）

① 地方交付税の増額による補てん措置 5兆7,361億円

一般会計における加算措置（既往法定分等） 1,945億円

〃 （臨時財政対策分） 5兆5,416億円

② 臨時財政対策債の発行（※） 5兆8,696億円

③ 財源対策債の発行 1兆8,400億円
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○ 平成13年度の制度改正を踏まえ、交付税特別会計借入金を廃止し、財源不足のうち財源対策

債等により補てんする額を除く額については、国と地方が折半し、国負担分については一般会

計からの繰入れにより、地方負担分については特例地方債（臨時財政対策債）により補てん

（※）臨時財政対策債のうち、3,280億円は、平成14年度補正対策に伴う発行分（交付税特別会計借入金か

らの振替分(837億円)及び国・地方負担の調整措置分(1,230億円)）並びに既往の臨時財政対策債の利

払い充当分(1,213億円)である。

３ 恒久的な減税に伴う減収の補てん（3兆2,437億円）

① 恒久的な減税による地方税の減収 1兆8,137億円

・・・国のたばこ税の一部の移譲、法人税の交付税率の引上げ、地方特例交付金

及び減税補てん債により補てん

② 国税の減税による地方交付税の影響 1兆4,300億円

・・・交付税特別会計借入金により補てんし、国・地方折半で償還

(1) 恒久的な減税による地方税の減収の補てん・・・ 1兆8,137億円

恒久的な減税の実施に伴う補てん措置

① 国のたばこ税の一部の移譲 ・・・ 1,250億円

② 法人税の交付税率の引上げ（平⑫～ 35.8%）・・・ 3,463億円

③ 地方特例交付金・・・ 8,890億円

・・・・・①＋②＋③により、減収総額の3/4を補てん

④ 減税補てん債により減収総額の1/4を補てん ・・・ 4,534億円

(2) 恒久的な減税による地方交付税の影響 ・・・・・1兆4,300億円

交付税特別会計借入金により補てんし、国・地方折半で償還

（注）国負担借入金の利子については、一般会計加算により対応

４ 平成15年度税制改正における先行減税に伴う減収の補てん（6,873億円）

① 先行減税の実施による地方税の減収 2,410億円

・・・減税補てん債(その元利償還金の全額を後年度基準財政需要額に算入)の発

行により補てんし、後年度の地方税増収により償還

② 国税の先行減税による地方交付税の減収 4,463億円

・・・交付税特別会計借入金（地方負担）により補てんし、後年度の地方交付税

原資の増収により償還

国庫補助負担金の見直し等に伴う財源措置Ⅲ

１ 国庫補助負担金の一般財源化に伴う措置（2,344億円）

① 地方特例交付金の増額（1/2） 1,172億円

② 地方交付税の増額（1/2） 1,172億円

・・・交付税特別会計借入金により措置し、償還費の3/4を国が負担

(1) 一般財源化対象補助負担金

① 義務教育費国庫負担金（2,184億円）

教職員配置の弾力化等地方の自主性を拡大する措置を講じつつ、共済長期負担金等の

国庫負担を一般財源化

② 在宅福祉事業費補助金(一部)等（160億円）
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(2) 一般財源化に伴う措置

一般財源化に伴う所要財源（2,344億円）については、地方特例交付金及び地方交付税

により財源措置(暫定措置)

① 地方特例交付金の増額（1/2) 1,172億円

② 地方交付税の増額（1/2） 1,172億円

・・・交付税特別会計借入金により措置し、償還費の3/4を国が負担。

※ ①及び②を合わせ、所要財源の7/8を国が負担。

２ 市町村道整備に係る国庫補助負担金の見直し等に伴う措置（900億円程度）

① 市町村道整備に係る国庫補助負担金の見直しに伴う影響分（450億円程度）

② 直轄事業による高速道路整備に係る地方負担の導入に伴う影響分（450億円程度）

・・・自動車重量譲与税の譲与割合の引上げ（1/4→1/3）により財源措置

(注)影響分等は今後五箇年間の年度平均見込額

(1) 平成15年度における道路整備に係る制度改正

① 市町村道整備に係る国庫補助負担金の見直し

市町村道整備に係る国庫補助負担金を縮減することとし、補助負担対象範囲を限定

② 直轄事業による高速道路整備に係る地方負担の導入

高速道路を整備するための国と地方の負担による新たな直轄事業を導入

(2) 地方道路特定財源の移譲

上記の制度改正に伴う所要財源（900億円程度）については、自動車重量譲与税（市町村

に譲与)の譲与割合を現行の1/4から1/3に引き上げることにより税源移譲を行うとともに、

地方道路譲与税の都道府県・市町村間の配分を見直すことにより財源措置

地方財源の確保Ⅳ

１ 地方交付税総額の確保 18兆693億円

（対前年度比1兆4,756億円減、△7.5%）

（参考）臨時財政対策債を加算した場合 23兆9,389億円（対前年度1兆1,679億円増、5.1%）

① 地方交付税の法定率分 10兆6,141億円

平成15年度の国税五税の収入見込額の一定割合の額から平成９年度・10年度分精算額（870億円）及び

平成13年度分精算額（5,639億円）を控除

② 一般会計における加算措置 5兆7,785億円

○ 既往法定分等 2,369億円

（配当課税の見直しに伴う特例加算分224億円、恒久的な減税に係る国負担借入金利子分420

億円及び国庫補助負担金の見直しに係る国負担借入金利子分4億円を含む。）

○ 臨時財政対策分 5兆5,416億円

③ 交付税特別会計借入金（新規増） 1兆9,515億円

○ 恒久的な減税による交付税の影響の補てん分（国・地方折半で償還） 1兆3,880億円

○ 先行減税による交付税の影響の補てん分（地方負担で償還） 4,463億円

○ 国庫補助負担金の一般財源化に伴う措置分（国3/4・地方1/4負担で償還） 1,172億円

④ 交付税特別会計借入金償還 △ 799億円

平成14年度補正対策による交付税特別会計借入金の1/4を償還（平成15年度に臨時財政対策債へ振替）

⑤ 交付税特別会計借入金支払利子分 △ 6,150億円

⑥ 交付税特別会計剰余金の活用 4,200億円
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２ 地方債総額 15兆718億円（対前年度比2兆4,225億円増、19.2%）

（参考）臨時財政対策債を除いた場合 9兆2,022億円（対前年度 2,210億円減、△2.3%）

【臨時財政対策債】 5兆8,696億円

【減税補てん債】 6,944億円

（うち恒久的減税分4,534億円、先行減税分2,410億円）

【 財 源 対 策 債 】 1兆8,400億円

【 通 常 債 】 6兆6,678億円

平成15年度の主要施策Ⅴ

１ 地方財政の健全化

地方財政計画の歳出について、中期的目標の下での計画的な抑制と重点的な配分

(1) 給与関係経費 23兆4,383億円（対前年度比△1.1%）

・職員定数を10,368人純減（警察官増員を除き、14,368人削減）

(2) 一般行政経費(単独) 11兆1,849億円（対前年度比△0.3%）

・既定経費の徹底した見直し、財源の重点的配分

(3) 投資的経費(単独) 14兆8,800億円（対前年度比△5.5%）

・中期的抑制方針に基づき、事業規模を計画的に減額

・ハコもの投資の抑制と基盤整備への重点化

２ 地方単独事業（ソフト分）

（主な事業）

○社会福祉関係経費 4兆6,185億円

・社会福祉系統経費 4兆3,087億円

（国庫補助負担金の一般財源化分を含む）

・少子・高齢化対策に要する経費 3,098億円

（健康づくり推進事業、子育て支援事業、国民健康保険関係事業等）

○教育・人材育成対策に要する経費 5,293億円

（私学振興対策、青少年健全育成対策等）

○環境対策に要する経費 3,131億円

（リサイクル推進事業等）

○地方活性化・都市再生対策に要する経費 8,170億円

（わがまちづくり支援事業、共生のまちづくり推進事業、都市再生関連対策、

地域文化振興対策、国土保全対策、農山漁村対策及び森林山村対策、生活

交通確保対策、市町村合併推進事業等）

○情報化・科学技術振興対策に要する経費 4,123億円

（地域情報化推進事業、教育情報化対策等）
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３ 地方単独事業（ハード分）総額 14兆8,800億円

（対前年度比 8,700億円減、△ 5.5%）

（主な事業）

○地域活性化事業 5,600億円

循環型社会形成事業 500億円

少子・高齢化対策事業 1,100億円

地域資源活用促進事業 500億円

都市再生事業 2,000億円

地域情報通信基盤整備事業 1,500億円

○合併特例事業 2,200億円

○防災対策事業 1,300億円

４ 地方公営企業関係施策

地方財政計画計上額（公営企業繰出金） 3兆2,052億円程度

(対前年度比125億円減、△0.4%程度)

（新規施策）

地下鉄事業経営健全化対策の創設 措置額 184億円

小児医療及び小児救急に対する地方財政措置 措置額 72億円

５ 公債費負担対策

地方団体の公債費負担の軽減を図るため、一定の公営企業金融公庫資金の借換え措置及び高

利の地方債に対する特別交付税措置等

公営企業金融公庫資金の公営企業債の借換え 対象地方債残高 700億円( 500団体程度)

高利の地方債に対する特別交付税措置 対 象 利 子 額 300億円(2,500団体程度)

公債費負担の計画的な適正化に係る特別交付税措置
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平成１５年度 財源不足（通常収支分）の補てん措置

平成１５年２月

通常収支の不足

１３４，４５７億円

一般会計加算※ 国負担分 一般会計加算※

（1/2）(既往法定分等) （臨時財政対策分）

１，９４５億円 ５５，４１６億円

１１０,８３２億円

財源対策債 臨時財政対策債

(1/2)

１８，４００億円 ５５，４１６億円地方負担分

臨時財政

☆臨時財政対策債 対 策 債

合 計（14年度補正対策に

よる特会借入金償還 ５８,６９６億円

分等)

３，２８０億円

（注）※ 一般会計加算総額

１，９４５ ＋ ５５，４１６ ＋ ４２０ ＋ ４ ＝ ５７，７８５億円

国庫補助負担金見直し(既往法定分等) (臨時財政対策分) 恒久的な減税に係る

に係る特会借入金利子特会借入金利子

☆の臨時財政対策債は、１４年度補正対策に伴う発行分（特会借入金からの振替分(837億円)及び

国・地方負担の調整措置分(1,230億円)）並びに既往臨財債の利払い充当分(1,213億円)である。
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平成１５年２月平成１５年度 減税に係る補てん措置

（１）恒久的な減税に係る補てん措置

税収の補てん
恒久的な減税影響額

１，２５０億円
３２，４３７億円

※国のたばこ税の一部移譲

地方交付税

恒久的な減税による ３，４６３億円
地方税の減収

法人税の交付税率引上げ
３２％→３５.８％１８，１３７億円

地方特例交付金

８，８９０億円

減税補てん債

４，５３４億円

国負担分利払
（一般会計加算）

４２０億円

国負担分

国（１／２）
(交付税特会借入金)

国税の減税による ６，７２４億円
地方交付税影響分 国税の減税による

地方交付税減収分
１４，３００億円 １３，４４９億円

地方（１／２）
(交付税特会借入金)
６，７２４億円

地方負担分

地方負担分利払
(交付税特会借入金)

４３１億円

（２）先行減税に係る補てん措置

地方税の減収 減税補てん債

２，４１０億円 ２，４１０億円

先行減税の影響額

６，８７３億円

地方交付税の影響 交付税特会借入金

４，４６３億円 ４，４６３億円

※ 表示単位未満四捨五入の関係で合計が一致しない箇所がある。
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平成１５年２月国庫補助負担金の見直し等に伴う財源措置

（１）国庫補助負担金の一般財源化に伴う措置

地方特例交付金

(1/2)

１，１７２億円

国負担分

(７/８）

一般財源化影響額

２，３４４億円

国 （3/4) ※

義務教育費負担金(共済長期負担金等) (交付税特会借入金)

２,１８４億円 ８７９億円

在宅福祉事業費補助金（一部）等 １６０億円 地方交付税(1/2)

１，１７２億円

地方 （1/4)

(交付税特会借入金) 地方負担分

２９３億円 (１/８）

※ 国負担の特会借入金に係る利子（４億円）については、別途、一般会計加算により対応している。

（２）市町村道整備に係る国庫補助負担金の見直し等に伴う措置

市町村道整備に係る見直し影響分

約４５０億円

自動車重量譲与税の増額

約９００億円

直轄事業による高速道路整備

に係る地方負担導入影響分 （地方への譲与割合１/４→１/３）

約４５０億円

※ 影響分等は今後五箇年間の年度平均見込額である。
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地方財政計画歳入歳出一覧
１ （単位：億円、％）歳入歳出総括表

平成15年度 平成14年度 増 減 額 増 減 率 平成14年度
区 分

(Ａ) (Ｂ) (A)-(B) (C) (C)／(B) 増 減 率

（歳 入）
地 方 税 321,725 342,563 ▲20,838 ▲ 6.1 ▲ 3.7

地 方 譲 与 税 6,939 6,239 700 11.2 0.0

地 方 特 例 交 付 金 10,062 9,036 1,026 11.4 0.2

地 方 交 付 税 180,693 195,449 ▲14,756 ▲ 7.5 ▲ 4.0

国 庫 支 出 金 122,600 127,213 ▲ 4,613 ▲ 3.6 ▲ 2.7

地 方 債 150,718 126,493 24,225 19.2 6.2

使 用 料 及 び 手 数 料 16,386 16,178 208 1.3 0.7

雑 収 入 52,984 52,495 489 0.9 ▲ 0.2

計 862,107 875,666 ▲13,559 ▲ 1.5 ▲ 1.9

（歳 出）
給 与 関 係 経 費 234,383 236,998 ▲ 2,615 ▲ 1.1 0.2

一 般 行 政 経 費 210,263 208,068 2,195 1.1 1.0

補 助 98,414 95,846 2,568 2.7 2.5

単 独 111,849 112,222 ▲ 373 ▲ 0.3 ▲ 0.3

公 債 費 137,673 134,314 3,359 2.5 5.0

維 持 補 修 費 10,068 10,124 ▲ 56 ▲ 0.6 ▲ 0.4

投 資 的 経 費 232,868 245,985 ▲13,117 ▲ 5.3 ▲ 9.5

補 助 84,068 88,485 ▲ 4,417 ▲ 5.0 ▲ 8.5

単 独 148,800 157,500 ▲ 8,700 ▲ 5.5 ▲ 10.0

公 営 企 業 繰 出 金 32,052 32,177 ▲ 125 ▲ 0.4 ▲ 1.6

22,433 22,033 400 1.8 2.4企業債償還費普通会計負担分

そ の 他 9,619 10,144 ▲ 525 ▲ 5.2 ▲ 9.2

不交付団体水準超経費 4,800 8,000 ▲ 3,200 ▲ 40.0 ▲ 1.2

計 862,107 875,666 ▲13,559 ▲ 1.5 ▲ 1.9

地 方 一 般 歳 出
（ ､ ､ 697,201 711,319 ▲14,118 ▲ 2.0 ▲ 3.3公債費 企業債償還費普通会計負担分

)不交付団体水準超経費を除く

２ 歳入歳出構成比 （単位：％）

平 成 平 成 平 成 平 成
歳 入 差 引 歳 出 差 引

15年度 14年度 15年度 14年度

地 方 税 37.3 39.1 ▲ 1.8 給 与 関 係 経 費 27.2 27.1 0.1

地 方 譲 与 税 0.8 0.7 0.1 一 般 行 政 経 費 24.4 23.8 0.6

地 方 特 例 交 付 金 1.2 1.0 0.2 公 債 費 16.0 15.3 0.7

地 方 交 付 税 21.0 22.3 ▲ 1.3 維 持 補 修 費 1.2 1.1 0.1

国 庫 支 出 金 14.2 14.6 ▲ 0.4 投 資 的 経 費 27.0 28.1 ▲ 1.1

地 方 債 17.5 14.4 3.1 公 営 企 業 繰 出 金 3.7 3.7 0.0

使用料及び手数料 1.9 1.9 0.0 0.5 0.9 ▲ 0.4不交付団体水準超経費

雑 収 入 6.1 6.0 0.1

計 100.0 100.0 ― 計 100.0 100.0 ―
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主な地方財政指標

一般財源総額

５１．９兆円（平⑭＝55．3兆円、△６．１％）
〔臨時財政対策債を含めた場合 57.8兆円（平⑭58.6兆円、△1.3%）〕

一般財源比率

６０．２％（平⑭＝６３．２％）
〔臨時財政対策債を含めた場合 67.1%（平⑭66.9%）〕

地方税伸率 △ ６．１％（平⑭＝△３．７％）

交付税伸率 △ ７．５％（平⑭＝△４．０％）

交付税＋臨財債伸率５．１％（平⑭＝４．５％）

地方債依存度

１７．５％（平⑭＝１４．４％）
〔臨時財政対策債を除いた場合 10.7%（平⑭10.8%）〕

地方の借入金残高（平⑮末見込み）

１９９兆円（平⑭末見込み＝１９４兆円）
※平⑭補正分反映後

交付税特別会計借入金残高

４８．５兆円（平⑭末＝４６．７兆円）

（うち地方負担分３１．８兆円（平⑭末＝３０．７兆円））


